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令和４年度
支部保険者機能強化予算の

実施結果
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令和４年度支部保険者機能強化予算の執行実績

執行率主な取組 予算額 執行額

医
療
費
適
正
化
等
予
算

・ 睡眠習慣の改善に向けた加入者調査

・ 多剤服用、大病院受診時定額負担に関する広報等

11,308千円

（11,507千円）

8,894千円

（10,791千円）

78.6%

（87.0%）

保
健
事
業
予
算

・ 特定健診に係る集団健診

・ 前年度特定保健指導対象者向け健診前勧奨

・ 検診車における特定保健指導の遠隔分割面談

・ 未治療者への受診勧奨（ポスター作製）

・ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

44,589千円

（44,527千円）

25,649千円

（25,265千円）

57.5%

（56.7%）

55,897千円

（56,034千円）

34,543千円

（36,056千円）

61.8%

（64.3%）
※ 括弧内は前年度
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●回答数：10,761件（うち有効回答数：10,759件） 回答率：35.9％

●分析結果についてニュースリリースを実施し、県内新聞２紙（富山新聞・北日本新聞）に掲載。NHK、

民放２局（北日本放送・富山テレビ放送）にて取り上げられた。

（分析結果の詳細は前回評議会にて配布した資料のとおり。）

主な取り組み① 睡眠習慣の改善に向けた加入者調査

●睡眠習慣が全国ワースト１位であることを踏まえ、生活習慣と睡眠習慣との関連性を分析するため、

支部加入者の生活習慣の状況（睡眠時間・労働時間・勤務形態等）にかかる実態調査を実施した。

＜対象者＞

令和２年度に特定健康診査を受診した40歳から74歳の加入者（県内在住者） 29,988人

※市町村の規模に応じ、性別・年齢階級等の割合が均一になるよう無作為に抽出

2,514千円 (3,080千円)

事業概要

実施結果

費用 (予算額)
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主な取り組み② 多剤服用、大病院受診時定額負担に関する広報等

●多剤服用

・薬が増えると副作用が起こりやすくなること

を中心に、かかりつけ医・かかりつけ薬剤師

をもつことの重要性、マイナ保険証の紹介を

掲載

・掲載時期：令和４年10月

・掲載紙：北日本新聞、讀賣新聞、富山新聞

●大病院受診時定額負担制度

・制度の内容と趣旨のほか、中小病院と大病院

の各役割を示し、まずは身近なかかりつけ医

を受診するよう啓発する内容とした

・掲載時期：令和５年２月

・掲載紙：北日本新聞、讀賣新聞、富山新聞

●多剤服用と大病院受診時定額負担制度に関する周知を図るため、新聞広告を掲載

●多剤服用者に対し、適正受診の啓発を目的とした通知を送付

5,182千円 ( 6,270千円 )

事業概要

実施結果（新聞広告）

費用 (予算額)

●受診医療機関数・薬局数が複数ある多剤服用

者のうち、お薬手帳の提示が確認できなかっ

た40歳以上の加入者をレセプトデータより抽

出し、リーフレットの送付による介入を実施

●送付対象者数：522名

●送付時期：令和５年１月末

実施結果（通知送付）
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主な取り組み② 多剤服用、大病院受診時定額負担に関する広報等

多剤服用

大病院受診時定額負担

＜ 新聞広告 ＞
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主な取り組み③ 特定健診に係る集団健診

●実施回数を令和３年度の約２倍とした。（令和３年度実施回数：58回）

●利便性を高めるため、全117会場のうち半数以上の65会場でがん検診との同時受診を可能としたほか、

オプション検査として骨密度測定を実施（一部会場）した。

●全会場で健診当日に特定保健指導の初回面談を実施し、特定保健指導実施率の向上を図った。

●被扶養者向けの特定健診において、県内各市町村及び健診機関と連携し、自己負担無料の集団健診を

実施する。

5,985千円 ( 7,314千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

実施回数 受診者数
特定保健指導
対象者数

特定保健指導
実施者数

特定保健指導
実施率（※）

117回 2,651人 247人 213人 86.2％

（※）健診会場での面談実施率
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ハガキイメージ（減量目標値あり）

主な取り組み④ 前年度特定保健指導対象者向け健診前勧奨

●前年度の特定保健指導対象者に対し、減量目標値等を記載した文書（圧着ハガキ）を送付し、次の健

診までに自ら生活習慣改善のための健康行動を実践することを啓発する。

1,737千円 ( 2,079千円 )

事業概要

費用 (予算額)

実施結果

●送付数：22,746件（毎月約2,000件）

●毎年同時期に健診を受診する方が多く、健診前に健

康意識が高まることを想定し、送付時期は前年度の

健診受診月の３か月前とした。

●ハガキの内容について、健康意識が一層高まるよう、

減量目標値を具体的に示した。（減量目標値が３kg

以下の対象者）
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主な取り組み⑤ 検診車における特定保健指導の遠隔分割面談

●遠隔面談委託機関２機関、検診車による健診及び面談案内等を行う健診機関６機関と契約締結。

●66事業所（227会場）にて499件の特定保健指導を実施。事業所数・特定保健指導実施数ともに、昨年度

比約1.2倍増となった。

●なお、本事業は全国に先駆けたパイロット事業として令和２年度に開始し、保健指導実施の手段として

有効であることから、令和４年１月より正式に全国展開された。

●検診車による健診時に、健診当日の特定保健指導を効率的に実施するため、遠隔（リモート）面談を

行う機器を会場に設置するとともに、特定保健指導専門機関による遠隔の初回分割面談を行う。遠隔

面談機器の設置や対象者の面談場所への案内等の作業は健診機関に依頼するため、その作業費を協会

が委託費として支払う。
2,497千円 ( 3,600千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

＜実施事業所数上位３業態＞

業態名 実施事業所数

機械器具製造業 11

化学工業 7

道路貨物運送業 6
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主な取り組み⑥ 未治療者への受診勧奨（ポスター作製）

●事業所内において、健康診断で要治療と判定された従業員への受診勧奨を推進するため、富山労働

局・富山県と連名でポスターを作製する。

1,055千円 ( 3,602千円 )

事業概要

費用 (予算額)（※）

実施結果

●作成したポスターは健康企業宣言事業所へ配布。

●外国籍従業員向け受診勧奨ツールの要望があったことから、

同一のデザインで５ヶ国語分（英語・中国語・ベトナム

語・ポルトガル語・タガログ語）を作製し、ホームページ

に掲載した。

（※）ポスター作製以外の取り組みも含む
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●Step１認定367社、Step２認定51社（累計）

●被保険者カバー率は下図のとおり

＜ 参考 ＞

主な取り組み⑦ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

●富山県、健康保険組合連合会富山連合会とともに「健康企業宣言推進協議会」を設置し、事業所にお

ける従業員の健康に配慮した経営や健康づくりを促進。支部職員等による事業所に対する取組支援に

加え、メディアの活用等により、事業所主体の健康づくりの普及啓発を実施。

6,281千円 ( 9,090千円 )

事業概要

費用 (予算額)

●宣言事業所における健康づくりの取り組み事
例をラジオ番組のコーナーで紹介。（毎月２
回・24社出演）

●宣言事業所のリクルート活動におけるメリッ
ト向上のため、県内大学等のキャリアセンター
において宣言事業所一覧を掲載。

●県内主要紙に宣言事業所一覧の全面広告を掲
載。

●健康づくりの取り組み支援として、事業所掲
示用のポスターや生活習慣改善に関する冊子を
配布。

実施結果

80,784

171,600

協会けんぽ 被保険者カバー率

宣言

未宣言

32.0％

72,252

66,224

被保険者カバー率（50人以上事業所）

宣言

未宣言

52.2％
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主な取り組み⑦ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

●宣言事業所は、認定を目指すことで特定健診・特定保健指導等の実績が向上（認定制度が健康企業宣
言の質の確保に寄与）。

＜ 参考 ＞

69.9%

89.7% 92.3%

未宣言 宣言 認定

特定健診実施率（R03）

22.8%

50.7%
64.9%

未宣言 宣言 認定

特定保健指導（終了者）実施率（R03）

72.3%

85.4%

宣言前 宣言後

特定健診実施率

～ R03宣言事業所における宣言前（R02）との比較 ～

【POINT】
元々実績が良い事業所が
宣言しているのではなく、
宣言後に実績が向上

27.0%
36.8%

宣言前 宣言後

特定保健指導（終了者）実施率

～ R03宣言事業所における宣言前（R02）との比較 ～

【POINT】
元々実績が良い事業所が
宣言しているのではなく、
宣言後に実績が向上


